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該当箇所 

「『個⼈情報を適正に管理し、及び求⼈者、求職者等の秘密を守るために必
要な措置』として以下のものを加える。…… (2) 個⼈情報を収集する際に
は、本⼈から直接収集し、本⼈の同意の下で本⼈以外の者から収集し、⼜は本
⼈により公開されている個⼈情報を収集する等の⼿段であって、適法かつ公正
なものによらなければならないこと。」 
意⾒ 

「本⼈により公開されている個⼈情報」であっても、職業紹介という利⽤⽬
的に対して“関連性のない”情報は、個⼈データ化を制限するべきである。 
理由 

OECD ガイドライン（プライバシー保護と個⼈データの国際流通についての
ガイドラインに関する理事会勧告）8 原則の第 2 原則前段は、「Personal 
data should be relevant to the purposes for which they are to be used」
としているように、利⽤⽬的に対して“関連性のある”情報しか個⼈データ化す
べきでないとしている。 

例えば、親の職業を本⼈が SNS 等で公開状態で記述している場合に、これ
を取得して個⼈データ化し、データ処理によって職業紹介に係る本⼈に関する
評価・決定に⽤いることは、OECD ガイドラインのこの原則に反することにな
る。 

⽇本の個⼈情報保護法及び職業安定法は、この第 2 原則前段に相当する規定
を設けていないが、この原則の趣旨は、個⼈データのデータ処理による差別の
防⽌にあり、職業安定法 3 条も、「何⼈も、⼈種、国籍、信条、性別、社会的
⾝分、⾨地、従前の職業、労働組合の組合員であること等を理由として、職業
紹介、職業指導等について、差別的取扱を受けることがない」と規定している
ところである。また、旧労働省の「労働者の個⼈情報保護に関する⾏動指針」
（平成 12年 2⽉）は、「個⼈情報の処理に関する原則」として、「使⽤者



 

 

は、労働者に対し、個⼈情報の処理を通じて、雇⽤上の不法⼜は不当な差別を
⾏ってはならない。」としていた。 

OECD ガイドラインのこの原則への対応は、個⼈情報保護法の改正によって
なされるべきであるが、この際、職業紹介事業の許可基準においても、「⼈
種、国籍、信条、性別、社会的⾝分、⾨地、従前の職業、労働組合の組合員で
あること」に限らず、親の職業その他の職業紹介という利⽤⽬的に対して“関
連性のない”情報は、たとえ SNS 等において「本⼈により公開されている」情
報であっても、個⼈データ化してはならないものとするべきである。 
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